
（様式１）
浪江町 　復興交付金事業計画　平成28年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成29年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28
29

浪江町東日本大震災
復興交付金基金残高

浪江町東日本大震災
復興交付金基金の利息額

浪江町東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

2,033,033 47 4,056,968

執行
年度
23
24
25
26
27
28
29

合　計 4,077,629

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0
0

0

6,089,954

8,000

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

242,820
4,251,184

交付分
浪江町

0
18,750

1,439,249
493,380

0

1,000,983

0
17,805

137,951

182,648
2,382,813

0
0

8,000 0

0

合　計

契約済額
（国費相当額）

0
0

0

0
0



　復興交付金事業計画　平成28年度進捗状況（契約状況）報告
平成29年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24
25
26 8,487 2,221 - 埋蔵文化財発掘調査事業　27年1月～3月

27 8,778 13,434 1,610

埋蔵文化財試掘調査業務委託　27年9月～12月、埋蔵文化財立竹
木調査業務委託　27年7月～8月、埋蔵文化財立竹木調査算定業務
委託　27年9月、埋蔵文化財立木補償　27年9月～28年1月

28
29

累計 17,265 0 15,655 1,610
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 8,487 0 2,221 0
27 8,778 0 13,434 1,610
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

23,022 17,265 0 15,655 1,610
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 8,487 0 2,221 0
27 8,778 0 13,434 1,610
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

23,022 17,265 0 15,655 1,610

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県
交付分

各年度
別合計

全体
事業
期間

23,022 26 ～

省庁名 文部科学省

事業番号

浪江町

浪江町 27

（様式２A）

13 － 1 －
埋蔵文化財発
掘調査事業

A － 4 町
浪江
町

完了直接

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成28年度進捗状況（契約状況）報告
平成29年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 -

25 48,000 47,972 - 浪江町の新しい水産業デザイン実現化事業 25年9月～28年1月

26 0 -
27 0 28
28
29

累計 48,000 0 47,972 28
23
24
25
26
27

28 126,207 26,246 -
請戸漁港水産業共同利用施設整備事業実施設計業務委託 28年8
月～29年3月、請戸漁港共同利用施設専用給水本管実施設計及び
地質調査業務委託 28年11月～29年3月

29
累計 126,207 0 26,246 0
23
24
25
26
27

28 11,744 8,730 -
請戸地区水産加工団地整備計画策定事業委託 28年6月～29年3
月、請戸漁港水産業共同利用施設実施設計に係る管理運営体制整
備事業委託 28年8月～29年3月

29
累計 11,744 0 8,730 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 48,000 0 47,972 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 28
28 137,951 0 34,976 0
29 0 0 0 0

1,685,833 185,951 0 82,948 28
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 48,000 0 47,972 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 28
28 137,951 0 34,976 0
29 0 0 0 0

1,685,833 185,951 0 82,948 28

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

市町村
交付分

各年度
別合計

14 C － 7 － 1 －

水産業共同利
用施設復興整
備事業

請戸漁港 町
浪江
町

直接 継続 1,611,153 28 ～ 30

－ 1 － 1

水産業共同利
用施設復興整
備事業（効果
促進事業）

請戸漁港 町
浪江
町

直接 完了 60,000 25 ～ 27

浪江
町

3 ◆ C －

浪江町
省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

15 ◆ C － 7 － 1 － 2

請戸地区水産
加工団地整備
等計画策定事
業

請戸地区 町 28直接 継続 14,680 28

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県
交付分

（様式２C)

7

～

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成28年度進捗状況（契約状況）報告
平成29年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 18,750 17,805 -

25 30,003 24,837 - まちづくり計画策定支援業務委託、アドバイザー等業務委託　25年6
月～26年3月

26 10,301 15,309 - 中心市街地区建物被害状況調査　26年5月～9月、まちづくり実施計
画検討業務委託　26年8月～27年3月

27 1,103
28
29

累計 59,054 0 57,951 1,103
23
24
25 115,603 74,606 - 防災集団移転促進事業計画策定業務委託　25年6月～27年3月

26 11,131 - 移転先不動産鑑定業務委託　27年1月～3月、移転先地形測量業務
委託　27年1月～3月、移転先地質調査業務委託　27年1月～3月

27 0 -
28
29

累計 115,603 0 85,737 0
23
24
25 8,000 0
26 8,000
27
28
29

累計 8,000 0 0 8,000
23
24

25 24,661 14,548 -
請戸共同墓地設計等業務 25年6月～11月、測量 25年8月～26年2
月、地質調査 25年6月～10月、不動産鑑定 25年10月、埋蔵文化財
調査 25年7月～8月

26 545,544 66,813 -

移転元地権利調査業務委託　26年5月～8月、移転先用地登記業務
委託　26年12月～27年3月、コミュニティ広場実施設計業務委託　26
年5月～11月、コミュニティ広場公有財産購入　26年7月～9月、大平
山霊園トイレ設計業務委託　26年10月～27年3月、防災行政無線シ
ステム改修工事　26年11月～27年2月、盛土材検討業務委託　26年
8月～27年3月

27 216,032 135,832 -

防災集団移転促進事業用地登記業務委託　27年4月～28年3月、町
営大平山霊園トイレ建築工事　27年6月～11月、コミュニティ広場造
成工事27年6月～28年3月、津波被災施設等レーザー測量委託　27
年8月～12月、モニュメント等移設管理保存委託　28年1月～3月、交
流・情報発信拠点施設基本計画策定支援業務委託　27年5月～28年
3月

28 2,226 566,818 防災集団移転促進事業用地登記業務委託　28年4月～29年3月

29
累計 786,237 0 219,419 566,818

－

防災集団移転
促進事業（計
画策定費）

棚塩・請
戸地区沿
岸区域

町
浪江
町

直接 継続 154,138 25 ～ 31

32
市街地復興効
果促進事業

町 継続 982,798 25 ～5 ★ F － 2 － 1 － 1

津波シミュレーション等策定業務委託　24年10月～25年3月

－ 1 － 1
交通インフラ
検討事業

78,740 24 ～ 26

都市防災総合
推進事業（津
波シミュレー
ション等の計
画策定）

棚塩・請
戸地区沿
岸区域・
町中心部

－1

県 県 直接 廃止 10,000 25 ～ 25

全体
事業
期間

町
浪江
町

直接 完了

1

（様式２D）

請戸地区

2 D － 23 － 1

省庁名 国土交通省

1

事業番号

浪江町

Ｄ －4 ◆

D － 20 －



No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

事業番号

23
24

25 24,553 20,685 - 請戸共同墓地草刈 26年2月、実施設計 26年1月～3月、境界測量 26
年2月～3月、嘱託登記 26年1月～3月、用地買収

26 160,000 154,656 9,212 請戸共同墓地整備事業造成工事　26年3月～27年3月

27
28
29

累計 184,553 0 175,341 9,212
23
24
25
26 483,262 3,258 - がけ地近接等危険住宅移転事業補助　27年1月

27 13,187 - がけ地近接等危険住宅移転事業補助　27年7月～28年2月

28 14,299 - がけ地近接等危険住宅移転事業補助　28年6月～29年1月

29
累計 483,262 0 30,744 0
23
24
25
26 2,983,445 2,085,681 - 移転元用地買収　26年11月～27年3月

27 1,181,430 799,080 - 移転元用地買収　27年4月～28年3月

28 441,879 - 移転元用地買取　28年4月～29年3月、災害公営住宅整備事業（幾
世橋地区）、請戸地区住宅団地造成設計等業務委託

29
累計 4,164,875 0 3,326,640 0
23
24
25
26 13,425 12,744 681 津波被災情報等基盤整備業務委託　26年4月～12月

27
28
29

累計 13,425 0 12,744 681
23
24
25

26 22,689 16,729 - 地質調査業務委託　27年2月～10月、測量調査業務委託　27年2月
～7月

27 8,587 17,662 - 路線測量調査業務委託　28年1月～7月、道路予備設計B業務委託
27年10月～28年9月

28 3,115
29

累計 31,276 3,115 34,391 0
23
24
25

26 4,936 4,278 - 地質調査業務委託　27年2月～10月、測量調査業務委託　27年2月
～7月

27 5,741 2,769 515 路線測量調査業務委託　28年1月～7月、道路予備設計B業務委託
27年10月～28年9月

28 ▲ 3,115
29

累計 10,677 ▲ 3,115 7,047 515

～ 28

28

11 D － 1 － 2 －

道路事業（大
平山－幾世
橋）

請戸・幾
世橋地区

町
浪江
町

直接 完了 13,347 26

住宅・建築物
安全ストック形
成事業（がけ
地近接等危険
住宅移転事
業）

浪江町沿
岸地域

町
浪江
町

直接

～ 26

7 D － 13 － 1 －

8 D － 23 － 2 －

継続 1,288,700 26 ～ 31

道路事業（請
戸漁港－大平
山）

請戸・高
瀬地区

町
浪江
町

直接 継続 7,132,130 26 ～
防災集団移転
促進事業

棚塩・請
戸地区沿
岸区域

町
浪江
町

直接 完了 39,096 26 ～

～

10 D － 1 － 1 －

26

31

完了 230,692 25

D － 20

6 ◆ D － 23 － 1 － 1

9 ◆ － 1 16,782 26完了

請戸共同墓地
整備事業

浪江町 町

－ 1

津波被災情報
等基盤整備事
業

棚塩・請
戸地区沿
岸区域・
町中心部

町
浪江
町

直接

浪江
町

直接



No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

事業番号

23
24
25

26 19,095 9,993 - 地質調査業務委託　27年2月～10月、測量調査業務委託　27年2月
～7月

27 18,681 19,019 8,764
路線測量調査業務委託　28年1月～7月、道路予備設計B業務委託
27年10月～28年9月、橋梁予備設計業務委託　28年1月～10月

28
29

累計 37,776 0 29,012 8,764
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 8,000 0 0 0
26 0 0 0 8,000
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0

10,000 8,000 0 0 8,000
23 0 0 0 0
24 18,750 0 17,805 0
25 194,820 0 134,676 0
26 4,242,697 0 2,380,592 9,893
27 1,430,471 0 987,549 10,382
28 0 0 458,404 566,818
29 0 0 0 0

9,983,644 5,886,738 0 3,979,026 587,093
23 0 0 0 0
24 18,750 0 17,805 0
25 202,820 0 134,676 0
26 4,242,697 0 2,380,592 17,893
27 1,430,471 0 987,549 10,382
28 0 0 458,404 566,818
29 0 0 0 0

9,993,644 5,894,738 0 3,979,026 595,093

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

～ 28
道路事業（幾
世橋－北幾世
橋）

幾世橋・
北幾世橋
地区

町
浪江
町

直接 完了 47,221 2612 D － 1 － 3 －

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。
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